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公  募  要  領 

 

１．事 業 名 

女性アスリートの育成・支援プロジェクト（女性アスリート支援プログラム） 

 

２．事業の趣旨 

２０２０年東京オリンピック競技大会・東京パラリンピック競技大会の準備及び運営に関する

施策の推進を図るための基本方針（平成２７年１１月２７日閣議決定）において、政府は、公益

財団法人日本オリンピック委員会及び公益財団法人日本障がい者スポーツ協会日本パラリンピッ

ク委員会の設定したメダル獲得目標を踏まえつつ、日本人アスリートが、２０２０年東京大会に

おいて最高のパフォーマンスを発揮し、過去最高の金メダル数を獲得する等優秀な成績を収める

ことができるよう、トップアスリート及び次世代アスリートの育成・支援のための戦略的な選手

強化等に取り組んでいくことが明記されている。 

また、スポーツ基本法（平成２３年法律第７８号）第９条に基づく第２期スポーツ基本計画（平

成２９年３月２４日文部科学省）においては、「国は、女性特有の課題に着目した調査研究や医・

科学サポート等の支援プログラム、戦略的な強化プログラムやエリートコーチの育成プログラム

等を実施し、得られた知見を中央競技団体等に展開することにより、女性トップアスリートの競

技力向上を支援する」と女性アスリートに対する支援の充実を図ることとされている。 

このため、女性アスリートの国際競技力向上に向けた支援や、ジュニア層を含む女性アスリー

トが健康でハイパフォーマンススポーツを継続できる環境を整備することを目的に、女性アスリ

ートの育成・支援のための事業を実施する。 

 

３．事業の実施期間 

最長２年度とし、令和２年度から令和３年度とする。ただし、委託契約は毎年度締結する。 

※ ２年目の契約については、１年目の事業の実施状況等について評価又は確認等を行い、２

年目の事業実施計画書の内容を審査し、予算の状況等を踏まえ委託を継続することが適当

であると認めた場合、当該委託の継続を決定し、２年目の契約を締結するものとする。 

 

４．事業の内容 

  ２０２０年東京オリンピック・パラリンピック競技大会等における女性アスリートの活躍に向

けた支援や、ジュニア層を含む女性アスリートが健康でハイパフォーマンススポーツを継続でき

る環境を整備するため、以下の事業を委託する。 

  なお、事業の実施に当たっては、中央競技団体等に加え、必要に応じて関係機関などと連携・

協力して事業を実施するとともに策定したプログラムについては、女性アスリートや指導者等に

とって、有効なものとして還元されるよう積極的に発信すること。 

 

○ 女性アスリート支援プログラム 

女性特有の課題を抱えているアスリート本人や、女性アスリートを身近な立場で支援する指

導者・スタッフ等を対象に、各課題に対応した支援プログラム等を策定・実施する（以下の例

を参照）とともに、女性特有の課題と知見について研究者・アスリート・指導者等で共有する

カンファレンスを開催する。カンファレンスの開催に当たっては、女性アスリートの戦略的強

化に向けた調査研究の受託者とも連携して実施すること。 
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（例） 

・女性特有の疾患、障害、疾病等における医学サポート 

・成長期における医・科学サポート（ジュニアアスリートや保護者、指導者・スタッフ等に 

対する講習会などを含む） 

・妊娠期、産前・産後期、子育て期におけるトレーニングサポート 

・女性アスリートを一元的に支援する相談窓口の設置 

 

５．企画競争に参加する者に必要な資格に関する事項 

（１）予算決算及び会計令第７０条の規定に該当しない者であること。 

   なお、未成年、被保佐人又は被補助人であって、契約の締結のために必要な同意を得ている

者は、同条中、特別の理由がある場合に該当する。 

（２）文部科学省の支出負担行為担当官等から取引停止の措置を受けている期間中の者でないこ 

と。 

（３）我が国の国際競技力の向上を図るための支援活動が実施可能な法人格を有する団体であるこ

と。 

 

６．企画提案書の提出方法等 

（１）企画提案書の提出場所、企画競争の内容を示す場所並びに問合せ先 

    〒１００－８９５９ 東京都千代田区霞が関３－２－２ 

    スポーツ庁競技スポーツ課国体・競技力向上担当 

    ＴＥＬ：０３－５２５３－４１１１（代）（内線２６８０） 

    ＦＡＸ：０３－６７３４－３７９３ 

    Ｅ－ｍａｉｌ：kyosport@mext.go.jp 

（２）企画提案書の提出方法 

  ① 用紙サイズはＡ４版、横書きとする。 

  ② 提出方法 

     企画提案書は、日本語で作成し、紙媒体１０部を郵送又は持参により提出すること。ま

た、電子データとしてＥ－ｍａｉｌにより提出すること（データ容量が１０ＭＢを超える

場合は、別途送受信アドレスをお知らせするので担当宛て連絡すること）。 

   ○ 郵送 

    ・ 簡易書留、宅配便等で送付すること。 

・ 郵送等中の事故については、当方は一切の責任を負わない。 

   ○ 持参 

    ・ 受付時間：平日１０時００分～１８時００分（１２時００分～１３時００分除く） 

○ Ｅ－ｍａｉｌ 

    ・ 送信メールの題名は、「事業名」とすること。 

    ・ 提案書類は下記③で示す電子データ形式で提出すること。 

    ・ 受信通知は、送信者に対してメールにより返信する。 

    ・ メール送信上の事故（未到達）については、当方は一切の責任を負わない。 

③ その他 

    ・ 企画提案書を提出する際には、組織の代表者名で提出すること。 

    ・ 電子データの形式は、Microsoft Office（Word、Excel、PowerPoint（2016で閲覧可能

なもの）のいずれか）及びPDFファイル形式（Adobe Acrobat Reader DCで閲覧可能な

もの）とする。 
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・ 企画提案書等の作成費用については、選定結果にかかわらず企画提案者の負担とする。 

また、提出された企画提案書等については返却しない。 

（３）提出書類 

① 企画提案書 

② 審査基準にある「ワーク・ライフ・バランス等の推進に関する評価」における認定等又は 

内閣府男女共同参画局長の認定等相当確認通知がある場合は、その写し 

③ 誓約書（下記１０のとおり地方公共団体、独立行政法人及び国立大学法人には適用しない。） 

④ その他必要と思われる資料 

（４）提出期限等 

提出期限：令和２年２月６日（木曜日）１８時必着 

提 出 先：上記（１）に示す場所 

※ すべての提出書類をこの期限までに提出すること。 

   ※ E-mailでデータを送信した書類については送信時に提出されたものとみなす。ただし、

送信したデータと印刷して郵送または持参した書類とは内容が同じであること。      

   ※ 提出期限を過ぎてからの書類の提出、差替え及び訂正は一切認めない。 

 

７．事業内容説明会 

（１）日時 

   令和２年１月２４日（金曜日）１６時００分～１７時００分 

（２）会場 

   文部科学省１６階会議室１ 

 

８．事業規模（予算）及び採択数 

  事業規模：総額約７６百万円程度（令和２年度） 

  採 択 数：１～３件程度 採択件数は審査委員会が決定する。 

※ 令和３年度の予算規模については、予算の状況等により変動するが、実施計画の検討に当

たっては、同規模の想定とすること。 

 

９．選考方法等 

（１）選定方法 

   スポーツ庁競技スポーツ課等技術審査委員会において、提出された提案書類等により選考を

実施する。 

（２）審査基準 

   別途定めた審査基準のとおりとする。 

（３）選定結果の通知 

   選定終了後、１０日以内に全ての提案者に選定結果を通知する。 

 

１０．誓約書の提出等 

（１）本企画競争に参加を希望する者は、企画提案書の提出時に、暴力団等に該当しない旨の別添

の誓約書を提出しなければならない。また、企画提案書の内容に業務を別の者に再委託する計

画がある場合はその再委託先も誓約書を提出すること。 

（２）前項の誓約書を提出せず、又は虚偽の誓約をし、若しくは誓約書に反することとなったとき

は、当該者の企画提案書を無効とするものとする。 

（３）前２項は、地方公共団体、独立行政法人及び国立大学法人には適用しない。 
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１１．契約締結 

  選定の結果、契約予定者と企画提案書を基に契約条件を調整するものとする。 

  ただし、契約締結に当たっては、令和２年度予算成立を前提とし、予算が成立しない場合は、

契約を締結することができない。 

また、契約金額については、委託事業実施計画書の内容等を勘案して決定するものとし、企画

提案者の提示する金額と必ずしも一致するものではない。なお、契約条件等が合致しない場合に

は、契約締結を行わない場合がある。 

 

 ※ 国の契約は、契約書を締結（契約書に契約の当事者双方が押印）したときに確定することと

なるため、契約予定者として選定されたとしても契約書締結後でなければ事業に着手できな

いことも十分留意すること。なお、再委託先がある場合は、この旨を再委託先にも十分周知

すること。 

 

１２．スケジュール 

（１）公募開始  ：令和２年１月１６日（木曜日） 

（２）事業内容説明会 ：令和２年１月２４日（金曜日） 

（３）公募締切  ：令和２年２月 ６日（木曜日）１８時必着 

（４）審査  ：令和２年２月中旬頃 

選定及び委託事業実施計画書の提出 ：令和２年３月上旬頃 

（５）契約締結  ：令和２年４月上旬頃（目安であり変更もあり得ることに留意） 

（６）契約期間  ：契約締結日から令和３年３月３１日まで 

 

 ※ 契約書締結後でなければ事業に着手できないので、企画提案書作成に当たっては、事業開始

日に柔軟性を持たせた上で作成する必要があることに十分留意すること。なお、再委託先が

ある場合は、この旨を再委託先にも十分周知すること。 

 

１３．その他 

（１）事業実施に当たっては、女性アスリートの育成・支援プロジェクト委託要項、スポーツ庁委

託事業事務処理要領、委託契約書、企画提案書等を遵守すること。また、女性の職業生活にお

ける活躍の推進に関する法律に基づく認定など企画提案書に記載した事項について、認定の取

消などによって記載した内容と異なる状況となった場合には、速やかに発注者へ届け出ること。 

（２）この公募は、令和２年度予算の成立を前提に行うものであり、予算の成立状況によっては実

施方法や経費、スケジュール等を変更する場合がある。 

（３）公募期間中の質問・相談等については、当該者のみが有利となるような質問等については回

答できない。質問等に係る重要な情報はホームページにて公開している本件の公募情報に開示

する。 

（４）採択件数は現時点での予定であり増減する場合がある。最終的な採択件数は審査委員会が決

定する。 

 

 ［契約締結に当たり必要となる書類］ 

  選定の結果契約予定者となった場合、契約締結のため、遅延なく以下の書類を提出いただく必

要があるため、事前の準備をすること。なお、再委託先がある場合は、再委託先にも周知するこ

と。 

  ・委託事業実施計画書（委託事業経費内訳を含む） 

  ・再委託に係る事業経費内訳（再委託の実施を希望する場合のみ） 



- 5 - 
 

  ・委託事業経費（再委託に係るものを含む）の積算根拠資料（謝金単価表、旅費支給規定、見

積書など） 

  ・銀行振込依頼書 

  ・確認書（知的財産）（知的財産権の帰属を希望する場合のみ） 



 

 

審  査  基  準（女性アスリート支援プログラム） 

 

Ⅰ 採択案件の決定方法 

提案された企画内容について、スポーツ庁に設置された「競技スポーツ課等技術審査委員会

（以下、委員会という。）」において審査を行い、委員会の各委員が評価した評価項目１～２の

合計点数の平均点が満点の１／２以上かつ、各評価項目における委員の平均点が満点の１／３

以上の企画内容から、得点の高い順に複数の者を採択案件に決定する。 

 

Ⅱ 審査方法 

提出された企画提案書をもとに、委員会において選考を実施する。なお、必要に応じて審査

期間中に追加資料の提出や企画提案書の内容について説明を求めることがある。 

 

Ⅲ 評価方法 

評価は下記の各評価項目について次の評価基準による５段階評価等を行い、委員会の各委員

が各々評価した採点結果の合計を平均したものを当該提案者の得点とする。 

 

〔評価項目〕 

１ 事業実施主体に関する評価  

（１）事業実施に必要な人員、組織体制及び業務管理を適正に遂行できる体制（事務処理体制

及び関係機関との連携体制含む）が整っていること。 

（２）事業を効果的・効率的に遂行するために必要な実績等を有している（事業を適切に遂行

するための技術力やノウハウ等を有している）こと。 

（３）営業経歴等から経営基盤が確立していること。 

 

２ 事業内容に関する評価 

（１）共通項目 

① 企画提案内容が、女性アスリートや指導者等のニーズを踏まえた女性アスリートの国

際競技力の向上に資するものであること。 

② 企画提案の実施計画が具体的に設定（現状、課題・テーマの設定、取組、目指す成果）

されており、実現性、妥当性、独自性に優れていること。 

③ 企画提案の実施の方法、内容等が適正性、効率性に優れていること。 

④ 妥当な経費が示されていること。 

（２）個別項目  

① 女性特有の課題やライフイベントに対応した医・科学サポートを実施し、必要に応じ

て中央競技団体及び関係機関などと連携・協力し、女性アスリート支援に向けたプロジ

ェクト体制・方策が示されていること。 

② 策定したプログラムについては、女性アスリートや指導者等にとって、有効なものと

して還元されるような方策が具体的に示されていること。 

 

 



 

 

３ ワーク・ライフ・バランス等の推進に関する評価 

ワーク・ライフ・バランス等の推進に関する認定等又は内閣府男女共同参画局長の認定等 

相当確認を有していること。 

 

〔評価基準〕 

評価項目 点数 
評価基準 

大変優れている 優れている 普通 やや劣っている 劣っている 

１-（１） ５ ５ ４ ３ ２ １ 

１-（２） ５ ５ ４ ３ ２ １ 

１-（３） ５ ５ ４ ３ ２ １ 

２-（１）-① ５ ５ ４ ３ ２ １ 

２-（１）-② ５ ５ ４ ３ ２ １ 

２-（１）-③ ５ ５ ４ ３ ２ １ 

２-（１）-④ ５ ５ ４ ３ ２ １ 

２-（２）-① ５ ５ ４ ３ ２ １ 

２-（２）-② ５ ５ ４ ３ ２ １ 

３ １．５ 以下の認定等の中で該当する最も配点の高い区分により評価を行う。 

○女性の職業生活における活躍の推進に関する法律（女性活躍推進法）に基づく認定（える

ぼし認定） 

・認定段階１（労働時間等の働き方に係る基準は満たすこと。）＝０．５点 

・認定段階２（労働時間等の働き方に係る基準は満たすこと。）＝１点 

・認定段階３＝１．５点 

・行動計画策定済（女性活躍推進法に基づく一般事業主行動計画の策定義務がない事業主

（常時雇用する労働者の数が３００人以下のもの）に限る（計画期間が満了していない

行動計画を策定している場合のみ）＝０．２点 

○次世代育成支援対策推進法（次世代法）に基づく認定（くるみん認定企業・プラチナ認定

企業） 

・くるみん認定＝０．５点 

・プラチナくるみん認定＝１点 

○青少年の雇用の促進等に関する法律（若者雇用促進法）に基づく認定 

・ユースエール認定＝１点 

○上記に該当する認定等を有しない＝０点 

※内閣府男女共同参画局長の認定等相当確認を受けている外国法人については、相当する

各認定等に準じて評価する。 

 


